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○ 前文

骨子 条例案

前文

１ 京都市について

① 京都市は，悠久の歴史と文化，伝統，多様な産業が息づく我が国の財産

というべき都市である。伝統産業や先端産業が共存し，多くの学生が学び，

多世代が交流し，世界の人々を魅了する「文化の首都」でもある。

２ 京都市の歴史・沿革

① 殊に，ここ京都のまちは，長年にわたる京都特有の自治の伝統を引き継

いでいる。例えば，明治期には，上京，下京のそれぞれに番組（学区）が

置かれ，町衆の寄付等により，番組ごとに小学校が設立された。当時の小

学校区は，現在も「元学区」と呼ばれ，京都独自の地域住民の自治の単位

として機能している。

② また，市域の拡大に伴い，地域特有の文化を育みながら，１１行政区か

ら構成される現在の京都市の姿となった。

３ 京都市会の歴史

① このような京都特有の自治の下，京都市会は，市制施行後の明治２２年

（１８８９年）６月１４日に，第１回の会議を開き，以後，議決機関とし

てその役割を果たしてきた。

４ 京都市会の市会改革の取組

① 京都市会は，これまで市会改革に積極的に取り組んできた。

５ 京都市議会基本条例の制定の必要性・決意

① これまでの取組や改革の成果を確かなものとし，地方自治の本旨の実現

を目指す。

② 市民の負託にこたえていくことを決意し，条例を制定する。

前文

① 京都市は，悠久の歴史と文化，伝統，多様な産業が息づく我が国の財産とい

うべき都市である。また，伝統産業と先端産業とが共存し，多くの学生が学び，

多世代が交流し，世界の人々を魅了する「文化の首都」でもある。

② 殊に，ここ京都のまちは，長年にわたる京都特有の自治の伝統を引き継ぎな

がら発展を遂げてきた。

③ その一つの例は，番組（学区）である。明治期には，上京，下京のそれぞれ

に番組が置かれ，町衆の寄付等により，番組ごとに小学校が設立された。番組

は，地域の社会福祉をはじめとする地域行政の核となり，当時の小学校区は，

現在も「元学区」として，京都独自の地域住民の自治の単位として機能してい

る。

④ また，市域の拡大に伴い，それぞれの地域で特有の文化が育まれ，自治の機

能が発展し，１１行政区から構成される現在の京都市の姿となった。

⑤ このような京都特有の自治の下，京都市会は，市制施行後の明治２２年（１

８８９年）６月１４日に第１回の会議を開き，以後，長きにわたり議決機関と

してその役割を果たしてきた。

⑥ それに加えて，これまで京都市会は，地方分権時代にふさわしい議会を目指

して，市会改革に積極的に取り組んできた。

⑦ ここに，京都市会は，これまでの市会改革の成果を確かなものとし，日本国

憲法に定める地方自治の本旨の実現を目指すとともに，市民の負託にこたえて

いくことを決意し，この条例を制定する。

（注 上記前文の案に付した①～⑦の丸数字は，検討段階で便宜上記載したもの

であり，条例案として完成させる際には付記しない。）

文言追加
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○ 総則

骨子 条例案

第１ 総則

１ 条例の目的

① 二元代表制の下，合議制の機関である議会の役割を明らかにする。

② 議会に関する基本的な事項を定める。

③ 市民の負託にこたえ，市民福祉の向上及び市勢の発展に資する。

２ 基本理念

骨子とする文章について，次の二つの意見がある。

（意見１）

① 京都市会は，長年にわたる京都特有の自治の伝統を引き継ぐまち・京都

において，「地方自治の本旨」に基づく京都ならではの地方自治を実現する。

（意見２）

① 京都市会は，長年にわたる京都特有の自治の伝統を引き継ぐまち・京都

において，日本国憲法と地方自治法をはじめとする法令の定めにより，「地

方自治の本旨」（住民自治と団体自治）に基づく京都ならではの地方自治を

実現する。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は，二元代表制の下，合議制の機関である京都市会（以下「市

会」という。）の役割を明らかにするとともに，議会に関する基本的な事項を定

めることにより，市民の負託にこたえ，市民福祉の向上及び市勢の発展に資す

ることを目的とする。

（基本理念）

第２条 市会は，長年にわたる京都特有の自治の伝統を引き継ぐまち・京都にお

いて，地方自治の本旨に基づく京都ならではの地方自治の実現に取り組むもの

とする。
「日本国憲法及び地方自治法をはじめとする法令の
定めに従い，」という文言は加えないこととする。
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○ 議会の位置付けと役割

骨子 条例案

第２ 議会の位置付けと役割

１ 議会の位置付け

① 議員と市長とは，共に市民により直接選挙される「市民の代表」である

が，単独で権限を行使する市長に対し，議会は，広く公選で集まった多数

の議員からなる議決機関である。

２ 議会の役割

① 京都市会は，民意を的確に反映・集約し，充実した調査・研究を基に，

活発な審議，討議を行い，論点を明確にし，条例の制定や改廃などを通し

て，京都市としての団体意思を決定する。

② 京都市会は，団体意思の決定に至るまでの過程が市民に見える，伝わる，

分かりやすい議会運営に努める。

第５ 市長等の執行機関と議会との関係（抄）

１ （略）

２ 監視機能

① 京都市会は，市長等の執行機関に対する監視機能を充実し，強化しなけ

ればならない。

３ 政策立案・政策提案

① 京都市会は，民意を反映する議会の特色をいかして，執行機関では成し

得ない政策立案・政策提案を活発に行い，執行機関と京都市会との議論を

通じてより良い政策・施策の実現に努める。

３ 議会改革

① 京都市会は，不断に市会改革に取り組むものとする。

第２章 市会の位置付けと役割

（市会の位置付けと役割）

第３条 議員及び市長が，共に市民により直接選挙される市民の代表である一

方，単独で権限を行使する市長に対し，市会は，広く公選で集まった多数の議

員からなる議決機関であることに鑑み，市会は，主として次に掲げる役割を果

たすものとする。

 ⑴ 民意を把握し，市政に的確に反映すること。 

 ⑵ 市長その他の執行機関（以下「市長等」という。）による市政運営が適正

に行われているかを監視すること。

 ⑶ 民意を反映する市会の特色をいかして，執行機関では成し得ない政策立案

及び政策提案を行うこと。

 ⑷ 市長等との議論を通じてより良い政策及び施策の実現に努めること。 

 ⑸ 充実した調査研究を基に，活発な審議及び議員間における討議を行い，意

見を集約すること。

 ⑹ 議論を通じて市政の課題に関する論点を明確にすること。 

 ⑺ 条例の制定や改廃などを通して，本市としての団体意思を決定すること。

 ⑻ 団体意思の決定に至るまでの過程が，市民に開かれた分かりやすい議会運

営に努めること。

（市会改革）

第４条 市会は，不断に市会改革に取り組むものとする。

文言追加
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○ 議員の位置付けと役割

骨子 条例案

第３ 議員の位置付けと役割

１ 議員の使命

① 議員は，市民を代表し，京都市会を構成する一員として，議会活動を通

じて市民の負託にこたえることを使命とする。

２ 政治倫理

① 議員は，議決責任を深く認識するとともに，市民の範となるよう努めな

ければならない。

② 別に条例で定めている。

３ 会派

① 議員は，二人以上で会派を結成することができる。

② 会派は，議員の活動を支援するとともに，政策の立案・提言及び議案等

の審議・審査のために調査研究を行う。

③ 会派は，会派間で相互に協議・調整を行い，円滑かつ効果的・効率的な

議会運営を図る。

第３章 議員の位置付けと役割

（議員の位置付けと役割）

第５条 議員は，市民の代表であるとともに，市会を構成する一員として，議会

活動を通じて市民の負託にこたえることを使命とする。

２ 議員は，議決の重みを深く認識するものとする。

（政治倫理）

第６条 議員は，市民の範となるよう努めるものとする。

２ 前項に定めるもののほか，議員の政治倫理に関する基本となる事項は，京都

市会議員政治倫理条例の定めるところによる。

（会派）

第７条 議員は，政策を中心とした同一の理念を有する議員の集団として，二人

以上で会派を結成することができる。

２ 会派は，次に掲げる役割を果たすものとする。

 ⑴ 議員の活動を支援すること。 

 ⑵ 政策の立案及び提言並びに議案等の審議及び審査のために調査研究を行う

こと。

 ⑶ 会派間で相互に協議及び調整を行い，円滑かつ効果的な市会運営を図るこ

と。

文言修正

文言修正
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○ 市民と議会との関係

骨子 条例案

第４ 市民と議会との関係

１ 市民との関係の構築

① 京都市会は，「市民の代表としての京都市会」，「市民と共に行動する京都

市会」として，市民と京都市会との関係を構築していく。

２ 市民との情報共有・市民の参画の機会の充実

① 京都市会は，京都市政を担う一翼として，主権者である市民が主体とな

り，市民自らの意思と責任において行われる住民自治の充実に向けて，よ

り一層の市民との情報共有や市民の参画の機会を充実させる。

３ 請願・陳情の取扱い

① 請願の紹介議員による趣旨説明について，積極的な活用を図る。

４ 公聴会・参考人制度の活用

① 公聴会・参考人招致については，制度の趣旨をしっかりと認識し，積極

活用に向けて取り組む

５ 情報の公開

① 議会の会議等で用いた資料は，原則公開する。

② 会議等の日程，議題等を事前に市民に周知する。

京都市会情報公開条例（抄）

（会議の公開の推進）

第３条 市会は，地方自治法第１１５条第１項本文の規定により公開する会議は

もとより，京都市会委員会条例に定める常任委員会，市会運営委員会及び特別

委員会並びにその他の会議についても一層の公開に努めるものとする。

第４章 市民と市会との関係

（市民との関係の構築）

第８条 市会は，「市民の代表としての京都市会」，「市民と共に行動する京都市

会」として，市民との関係を構築するものとする。

（市民との情報共有及び市民の参画の機会の充実）

第９条 市会は，市政を担う一翼として，主権者である市民が主体となり，市民

自らの意思と責任において行われる住民自治の発展に向けて，より一層市民と

情報を共有するとともに，市民の参画の機会を充実させるものとする。

（請願及び陳情の取扱い）

第１０条 市会は，請願及び陳情について，適切な処理及び審査を行うものとす

る。

２ 市会は，請願の審査に際して，その紹介議員から，趣旨の説明を聴く機会を

積極的に設けるものとする。

（公聴会及び参考人の制度の活用）

第１１条 市会は，公聴会及び参考人の制度について，各制度の趣旨を踏まえて，

積極的な活用を図るものとする。

（会議等の公開の推進）

第１２条 市会は，市民に開かれた議会運営に資するため，会議等（本会議，委

員会及び議案の審査又は議会の運営に関し協議又は調整を行うための場をい

う。以下同じ。）を原則として公開するものとする。

２ 市会は，会議等で用いた資料について，一層の公開に努めるものとする。

３ 市会は，会議等の日程，議題等を事前に市民に周知するものとする。

原案どおりとする。
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６ 傍聴

① 本会議及び委員会は，傍聴，インターネットの利用その他の方法での公

開に努める。

② 委員会について，より臨場感が伝わり，その場で市民の意見を聴くこと

が可能となるので，直接傍聴を推進する。物理的な条件が課題であれば，

定員を設けて実施することを検討する。

③ 委員会について，実質的な政策意思決定・審議の場を伝えるために，で

きるだけ経費をかけない工夫が必要だが，ネット中継を推進する。

④ 市民が傍聴しやすい環境の整備に努める。

７ 広報の充実

① 「市会だより」や「市会ホームページ」を充実させる。

② 多様な広報手段を活用し，議会活動に関する情報を積極的に公開し，発

信する。

京都市会情報公開条例（抄）

（総合的な情報の公開の推進）

第４条 市会は，市民が市会の諸活動に関する正確で分かりやすい情報を得るこ

とができるよう，多様な広報媒体による情報の提供の充実を図るなど総合的な

情報の公開の積極的な推進に努めるものとする。

（会議等の公開の方法）

第１３条 市会は，会議等について，傍聴，インターネットの利用その他の方法

により公開に努めるものとする。

２ 市会は，委員会について，政策の意思決定に至る審議の場を広く市民に公開

するため，インターネットによる中継を推進するものとする。

３ 市会は，直接傍聴など，市民が傍聴しやすい環境の整備に努めるものとする。

（広報の充実）

第１４条 市会は，市民が議会活動に関する正確で分かりやすい情報を得ること

ができるよう，広報紙，ウェブサイト等を充実させるものとする。

２ 市会は，多様な広報媒体を活用した情報の提供に努め，総合的な情報の公開

を推進するものとする。

②③については，委員会の直接傍聴とネット中継の拡大の試行実施が予定

されていることを踏まえ，検討中のものとして，このままの文章で残す。

原案の第２項として定めていた直接傍聴に

ついて，同項を削除し，原案の第４項（現第

３項）に盛り込むこととしたため，項番号を
繰り上げている。

文言追加



8

８ 広聴の充実

① 市民の意見を審査等に反映させるため，広聴の充実に努める。

○ 議会報告会・意見聴取会について

次の二つの意見がある。

（意見１）

骨子として，次の文章を加える。

９ 議会報告会・意見聴取会

① 議会として，議会での意思決定について，プロセスも含めて市民に

伝える場として，また議会の活動に市民が関わる場として設定するこ

とができる。

（意見２）

「議会報告会・意見聴取会」の項目は骨子に掲げない。

（広聴の充実）

第１５条 市会は，市民の意見を審議及び審査に反映させるため，広聴の充実に

努めるものとする。

（議会報告会及び意見聴取会）

第○○条 市会は，市会が行った意思決定を市民に伝える場として，また，市会

の活動に市民が関わる場として，議会報告会及び意見聴取会を開催することが

できる。

【検討事項】

議会報告会・意見聴取会について，条例案に盛り込むかどうか。
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○ 市長等の執行機関と議会との関係

骨子 条例案

第５ 市長等の執行機関と議会との関係

１ 市長との関係

① 京都市会は，二元代表制の下，市長と相互に対等な立場で適切な緊張関

係を保ちながら，市政を運営していく。

２ 監視機能

① 京都市会は，市長等の執行機関に対する監視機能を充実し，強化しなけ

ればならない。

３ 政策立案・政策提案

① 京都市会は，民意を反映する議会の特色をいかして，執行機関では成し

得ない政策立案・政策提案を活発に行い，執行機関と京都市会との議論を

通じてより良い政策・施策の実現に努める。

４ 議決事件

① 別に条例で定めている。

第５章 市長等と市会との関係

（市長との関係）

第１６条 市会は，二元代表制の下，市長と相互に対等な立場で適切な緊張関係

を保ちながら，市政を運営するものとする。

（監視機能の充実及び強化）

第１７条 市会は，市長等に対する監視機能を充実し，強化するものとする。

（市会の議決に付すべき事件等）

第１８条 地方自治法第９６条第２項の規定に基づき市会の議決に付すべき事件

は，次のとおりとする。

⑴ 基本計画（地方自治法の一部を改正する法律（平成２３年法律第３５号）

による改正前の地方自治法第２条第４項の規定に基づき定めた基本構想を実

現するための基本的な計画で，市政全般にわたり総合的かつ体系的に定める

ものをいう。以下同じ。）の策定，変更又は廃止

⑵ 姉妹都市盟約の締結 

２ 市長は，毎年度，前項第１号に規定する基本計画の実施状況を市会に報告し

なければならない。

３ 市会は，社会経済情勢等の変化を踏まえ，第１項第１号に規定する基本計画

の策定，変更又は廃止をする必要があると認めるときは，市長に対し，意見を

述べることができる。

原案の第１８条として定めていた政策立案及び政策

提案の充実に関する規定を削除することとしたた

め，条番号を繰り上げている。（以下，同様。）

※ 政策立案及び政策提案の充実については，第３

条の「市会の位置付けと役割」の中で定めること

とした。
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○ 議会運営の原則等

骨子 条例案

第６ 議会運営の原則等

１ 会期

① 議会活動の公正性・透明性の確保や，議員間又は執行機関と議員との活

発な討議の実施の観点から必要な審議日数を確保する。

２ 委員会活動

① 正副委員長は，公平，公正かつ円滑な委員会活動と委員会運営に努める。

② 委員会での審議等においては，委員長の議事整理権のもと，議員間討議

を充実させる。

③ 議員間討議の重要な役割として，論点の発見と公開がある。

④ 委員会は，研究が必要な事項の有無を議論し，執行機関への積極的な政

策提案を行う。

３ 会議等における質疑応答

① 会議等における質疑応答については，論点・争点を明確にして行い，議

員は，一括質問一括答弁方式又は分割方式を選択することができる。

② 執行機関は，議員の質問に対し，論点・争点を明確にするため，質問の

趣旨を確認することができる。

第６章 議会運営の原則等

（会期）

第１９条 市会は，議会活動の公正性及び透明性の確保並びに議員間又は市長等

と議員との間の活発な討議の実施の観点から，必要な審議日数を確保するもの

とする。

（委員会）

第２０条 正副委員長は，公平，公正かつ円滑な委員会の活動及び運営に努める

ものとする。

２ 委員は，委員長の議事整理権の下，委員間における討議を充実させるよう努

めるものとする。

３ 委員は，委員間における討議を通じて，市政の課題に関する論点を明確にす

るものとする。

４ 委員会は，市政の課題に関し研究が必要な事項の有無を議論し，市長等に対

して積極的に政策提案を行うものとする。

（会議等における質疑又は質問）

第２１条 議員は，会議等において質疑又は質問を行うに当たっては，当該質疑

又は質問の論点を明確にするものとする。

２ 市長等（補助職員を含む。）は，会議等における質疑又は質問の論点を明確

にするため，議員に対し，当該質疑又は質問の趣旨を確認することができる。

３ 議員は，本会議において質疑又は質問を行うに当たっては，一括質問一括答

弁方式又は分割方式を選択することができる。
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○ 議会の権能強化

骨子 条例案

第７ 議会の権能強化

１ 専門的知見の活用

① 議案の審査等においては，学識経験者等の専門的知見を積極的に活用す

る。

２ 調査機関・附属機関の設置

① 議会活動に関し，必要があると認めるときは，学識経験を有する者等で

構成する調査機関や附属機関を設置することができる。

３ 政策研究会等の設置

① 議会の調査研究機能，政策形成機能を積極的に発揮するため，必要に応

じて各会派の代表による政策研究会を設置する。

４ 他都市議会との連携

① 必要に応じて，他都市議会との連携に積極的に取り組む。

５ 政務活動費（旧 政務調査費）

① 会派及び議員は，政務活動費を活用して，調査研究活動を行い，議会活

動の充実強化に努める。

② 別に条例で定めている。

６ 市会事務局

① 議員の活動を補佐し，議会活動を円滑かつ効率的に行うため，事務局の

調査及び法制機能の充実を図る。

７ 市会図書室

① 議員の調査研究に資するため，図書室を適正に管理運営するとともに，

機能の充実を図る。

第７章 市会の権能強化

（専門的な知見の活用）

第２２条 市会は，議案の審査等において，学識経験を有する者等の専門的な知

見を積極的に活用するものとする。

（調査機関等の設置）

第２３条 市会は，議会活動に関し必要があると認めるときは，学識経験を有す

る者等で構成する調査機関その他の機関を設置することができる。

（政策研究会の設置）

第２４条 市会は，調査研究及び政策形成の機能を積極的に発揮するため，必要

があると認めるときは，各会派の代表による政策研究会を設置することができ

る。

（他の地方公共団体の議会との連携）

第２５条 市会は，他の地方公共団体の議会と積極的に連携するものとする。

（政務活動費）

第２６条 会派及び議員は，政務活動費を活用して調査研究活動を行い，議会活

動の充実及び強化に努めるものとする。

２ 前項に定めるもののほか，政務活動費の交付等に関し必要な事項は，京都市

政務活動費の交付等に関する条例の定めるところによる。

（事務局）

第２７条 市会は，議員の活動を補佐し，議会活動を円滑かつ効率的に行うため，

事務局の調査及び法制に関する機能の充実を図るものとする。

（市会図書室）

第２８条 市会は，議員の調査研究に資するため，市会図書室を適正に管理運営

するとともに，その機能の充実を図るものとする。
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○ 議員定数・議員報酬等

骨子 条例案

第８ 議員定数・議員報酬等

１ 議員の定数

① 別に条例で定めている。

２ 議員報酬及び期末手当

① 別に条例で定めている。

第８章 議員の定数及び議員報酬等

（議員の定数）

第２９条 議員の定数に関し必要な事項は，京都市会議員の定数及び各選挙区に

おいて選挙すべき市会議員の数に関する条例の定めるところによる。

（議員報酬等）

第３０条 議員報酬及び期末手当並びに議員が職務のため出張する場合の費用弁

償の支給に関し必要な事項は，京都市会議員の議員報酬，費用弁償及び期末手

当の支給に関する条例の定めるところによる。

○ 補則

骨子 条例案

第９ 補則

１ 他の条例等との関係

２ 条例の見直し

第９章 補則

（他の条例等との関係）

第３１条 市会に関する他の条例，規則等を制定し，又は改廃する場合において

は，この条例の趣旨を尊重し，この条例に定める事項との整合を図るものとす

る。

（条例の検討）

第３２条 市会は，条例の施行後，条例の目的が達成されているかどうかについ

て検証し，その検証結果を勘案して，必要があると認めるときは，この条例の

改正を含めて適切な措置を講じるものとする。

○ 附則

骨子 条例案

－ 附 則

（施行期日）

１ この条例は，平成○年○月○日から施行する。

（関係条例の廃止）

２ 京都市会の議決に付すべき事件等に関する条例は，廃止する。

施行期日については，公布日と同日ではなく，確定

日を設けるという全会派の共通認識の下，現時点で

は，具体的な年月日は明記しないこととした。

原案の第１項「市会は，多様な民意を市政に反映さ

せるために必要な議員の人数を確保するとともに，

各選挙区において選出される議員一人当たりの人

口の格差を是正するよう努めるものとする。」とい

う規定を削除。

これに伴い，第２項を第１項に繰り上げている。


